
 

 「稼ぐ町」の投資効果は見えない・・・・・コロナ禍でどうなるか？ 

地方財政の法則は自治体の収入額を国が計算し、国が認める支出額との差を計算し、必要だと思われる額

を地方交付税として交付する仕組みです。地方税が多ければ、国からの地方交付税は減らされます。 

 
H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31.R1

319156円

376832円

350924円
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企業誘致・工業団地拡張への働きかけ、観光事業への進出（川の再生事業・千年の苑ラベンダー園） 

杉山城の整備、武蔵嵐山駅改修、駅西口開発）、小中学校を 1 校に統廃合して菅谷に人を集める 

 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31.R1

342053円
363760円

342537円
366210円 360974円

370540円
366562円

351133円

379669円393242円

地方税 

地方交付税 

臨時財政 

対策債 

地方債 

国県支出金 

その他 

繰出金 

繰入金 

人件費 

扶 助 費

公債費 

物件費 

維持補修費 

補助費 

繰出金 

投資的経費 

積立金 

一人あたり歳入（H22 ～R1） 一人あたり性質別歳出（H22～R１） 

（歳入額・歳出額・人口は、総務省の市町村決算カードから算出）2021/1/12 

人件費 

扶助費 

人口縮小 

公債費 

物件費 

施設老朽化 

積立金 

繰出金 

高齢者増 

社会変化 

投資的経費 

補助費 

人口 18448 18318 18395 18345 18274 18145 18052 17944 17796 17890 

 

※人口は、H22,23 年は日本人のみ、それ以降は外国人も含みます。 


